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１ 芸術文化振興プラン策定の趣旨 

芸術文化は、いつの時代にも人々の心を潤し、感動や生きる喜びをもたらし、

人生を豊かにするものであると同時に、芸術文化を通じた交流は、関わる人々

の心をつなぎ、絆を強めることにより、まちを活性化する上で大きな力となる

ものであり、その果たす役割は極めて重要です。 

また、芸術文化の持つ美しさ・新しさ・あたたかさは、当市のまちづくりの

基本テーマである「自然と創造の調和した豊かな都市づくり」の重要な要素と

なるものです。 

我が国は、平成 13 年 12 月に文化芸術の振興についての基本理念を示す「文

化芸術振興基本法」（以下、「基本法」という。）を施行し、文化芸術で国づくり

を進める「文化芸術立国」をめざす様々な振興策を推進してきました。 

その後、少子高齢化やグローバル化等、社会状況が大きく変化する中で、福

祉や教育などの幅広い分野と連携した文化芸術政策がより求められるように

なったことを踏まえ、基本法は平成 29 年６月に「文化芸術基本法」（以下、「改

正基本法」という。）へ改正され、政府に対し「文化芸術推進基本計画」の策定

を義務付けるとともに、地方公共団体に対しても、地方の実情に即した文化芸

術の推進に関する計画を定めるよう求めています。 

本市は、平成 18 年度に「北広島市文化振興計画」を策定し、芸術文化振興

の基盤づくりを進めてきましたが、平成 23 年度、「北広島市総合計画（第５次）」

及び「北広島市教育基本計画（2011-2020）」との整合性を図るため、それまで

の５ヵ年の取組を踏まえて計画を見直し、「北広島市芸術文化振興プラン」（以

下、「第１次プラン」という。）を策定し、芸術文化振興を進めてきました。 

この「北広島市芸術文化振興プラン（第２次）」（以下、「本プラン」という。）

は、第１次プランが令和２年度をもって満了を迎えることに加え、北広島市総

合計画（第６次）」（以下、「総合計画」という。）及び「北広島市教育振興基本

計画（2021-2030）」（以下、「基本計画」という。）が令和３年度から開始される

ことや国の動向なども勘案し、新たな本市の 10 年間の芸術文化の振興指針と

して策定するものです。 

 

２ 基本理念 

総合計画は、「希望都市」「交流都市」「成長都市」をめざす都市像とし、「自

然と創造の調和した豊かな都市」をめざす新たなまちづくり計画として、令和

３年度よりスタートします。 

教育委員会は、本市のまちづくりにふさわしい「人づくり」に重点を置き、
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教育理念として、「豊かな知性や心と 健やかな身体をもって 自然と創造の

調和を図り、郷土を愛し、未来を切り拓く人を育む」を掲げ、本市がめざす人

間像として、「希望を懐(いだ)く人」「交流に励む人」「成長に挑む人」を設定

しています。そして、総合計画の基本目標の一つである「学び合い心を育むま

ち」づくりを進めるため、「生涯にわたる学び合いをとおして、誰もが活躍で

きる社会の実現」を教育ビジョンとし、「大志をいだき未来を切り拓くまち・

きたひろしま」をテーマとした基本計画をスタートさせます。 

基本計画が掲げる政策６「芸術文化活動の振興」は、北広島市民一人ひとり

が芸術文化活動に親しむことにより、豊かな心を育むまちづくりをめざすこと

を目標としており、本プランは、芸術文化活動の担い手や次世代を育てる指導

者の育成を図り、現に芸術文化を創造・発信している方々との協働により、本

市の芸術文化活動のさらなる振興を図る指針とするものであります。 

 

３ 芸術文化振興プランの位置づけ 

本プランは、総合計画及び基本計画を上位計画とし、行政各分野の部門計

画とも十分連携を図り、芸術文化分野の施策を総合的かつ体系的に推進して

いくためのプランとします。総合計画及び基本計画との関係は次ページのと

おりです。 

また、改正基本法における地方の実情に即した文化芸術の推進に関する計

画としての位置づけを持つものです。 

 

図 1 上位計画との関係図 
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４ プランの期間 

本プランは、総合計画及び基本計画と期間の整合性を図り、令和３年度から

令和 12 年度までの 10 ヶ年とします。 

なお、情勢の変化等により必要に応じて見直しを行うこととします。 

 

５ 芸術文化の範囲 

本プランは、第１次プランに引き続き、音楽、美術、演劇、伝統芸能等、以下の図

２に示すものを主な芸術文化の範囲とします。 

なお、基本法や改正基本法は、文化財の保存及び活用等、広い範囲を対象とした

「文化芸術」という用語を使用していますが、本プランでは狭義となる「芸術文化」

という用語を使用しています。 

 

図２ プランが定める芸術文化の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



- 7 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



- 8 - 

 

１ 第１次プランの施策 

第１次プランでは、芸術文化を創造し発展するための「個性豊かな地域文化

の振興」と、芸術文化活動を支える環境整備としての「市民等との連携による

芸術文化活動の展開」の二本の柱により、芸術文化を創造する人の育成・支援

をめざし、表１に掲げる施策に取り組んできました。 

 

表１ 第１次プランの施策 

１ 個性豊かな地域文化の振興 

 １－１ 芸術文化活動の積極的な支援と顕彰 

１－２ 芸術文化体験・鑑賞機会の充実 

１－３ 
青少年が芸術文化に触れる機会の充実 

（平成 27 年度の見直し時に１－２から独立） 

１－４ 芸術文化団体・サークルの支援 

１－５ 芸術文化関連施設の環境整備 

２ 市民等との連携による芸術文化活動の展開 

 ２－１ 各種団体・企業との連携による芸術文化の振興 

２－２ 芸術文化に親しめる体制の充実 

２－３ 親しまれる芸術文化ホールの運営 

 

 

２ 第 1 次プランにおける取組の成果 

(1) 個性豊かな地域文化の振興 

１－１ 芸術文化活動の積極的な支援と顕彰 

優れた芸術文化活動を行う市民（成人・青少年）及び団体に対し、その功

績を顕彰することを通して、生涯にわたり学び、その成果を生かした活動の

支援に努めました。 

受賞者数は図３のとおりで

す。毎年８件前後の受賞があ

りますが、近年は青少年の受

賞割合が高くなっています。 

 

 

 

 

図３ 文化賞・青少年文化賞の受賞者数 
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１－２ 芸術文化体験・鑑賞機会の充実 

芸術文化活動の拠点となる芸術文化ホールの円滑な利用の促進に努める

とともに、ロビーコンサートなどの気軽なコンサートの開催、芸術文化ホー

ルまで出かけにくい方々への芸術鑑賞機会の提供としてデリバリー事業※1

の開催等、多彩な芸術鑑賞機会の提供を行いました。 

取組期間における芸術文化ホールの利用者数・ホール稼働率※2は図４のと

おりです。公共ホールの稼働率が平均４割に届かないなか、平均７割を超え

る稼働率は特徴の一つです。 

なお、令和元年度は、新型

コロナウイルス感染症対策

のため、令和２年３月を臨時

休館としたため、利用者数、

ホール稼働率ともに低下し

ています。 

 

１－３ 青少年が芸術文化に触れる機会の充実 

青少年が芸術文化に触れる機会を充実させるため、各学校との連携を進め、

小学校を対象とした学校公演事業、中学校を対象としたコンテンポラリーダ

ンス、星槎道都大学と連携したポスターコンペ等の事業を実施しました。 

また、平成 29 年度からは、青少年芸術文化大会出場助成事業を開始し、

芸術文化に関する大会に出場する青少年に対して出場費用の一部を助成す

ることによって、青少年の芸術文化活動の支援に努めました。 

 

１－４ 芸術文化団体・サークルの支援 

北広島市における芸術文化の発展、主体的な芸術文化活動を行う市民を支

援するため、芸術文化活動や、文化祭等を運営する各種団体への助成の実施

などに努めました。 

 

 

※1 デリバリー事業…芸術家等を地域の様々な施設に派遣して、体験教室やミニコンサート等を

実施する「（公的機関などの）出張サービス」（施設外活動）を事業化した名称 

※2 ホール稼働率…芸術文化ホールの使用頻度を表す比率（稼働日数÷開館日数） 

 

  

図４ 芸術文化ホール利用者数・ホール稼働率 
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１－５ 芸術文化関連施設の環境整備 

拠点となる文化施設の安全性や利便性を高めるとともに、芸術文化活動を

行う芸術文化ホールの設備等について、耐用年数などを考慮しながら、保守

点検等で不具合が確認された設備などについて修繕を行いました。 

大規模なものとしては、屋上防水改修工事、シーリング工事を行いました。

このほか、環境負荷の低減のため、照明のＬＥＤ化等を進めています。 

 

(2) 市民等との連携による芸術文化活動の展開 

２－１ 各種団体・企業との連携による芸術文化の推進 

芸術文化を振興する団体や企業との連携や協同、メセナ※3等により芸術鑑

賞事業や育成事業を行いました。また、市内の団体との協力により情報発信

に努めました。しかし、近年は企業メセナ等が減少している状況です。 

 

２－２ 芸術文化に親しめる体制の充実 

市民等で組織する北広島市芸術文化ホール運営委員会への支援を行うと

ともに、運営委員会と連携した事業を実施することで、市民協働による市民

ニーズを踏まえた活動に努め

ました。 

取組期間における芸術文化

ホール運営委員会主催事業へ

の参加者数・充足率は図５の

とおりです。充足率は増加傾

向となっています。 

 

２－３ 親しまれる芸術文化ホールの運営 

北広島市及び芸術文化ホール運営委員会が主催する事業等のサポートや

バーコーナーの運営を行うボランティア組織である「花ホールスタッフの会」

に対し支援を行い、市民協働に

よる芸術文化ホールの運営に

努めました。 

取組期間における花ホール

スタッフの会員数は図６のと

おりです。近年は微増傾向とな

っています。 

 

※3 メセナ…企業が社会貢献の一環として行う芸術文化支援活動の総称 

図５ 芸術文化ホール運営委員会主催事業参加者数・充足率 

図６ 花ホールスタッフの会会員数 
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３ 芸術文化活動を取り巻く状況の変化 

(1) 国による文化芸術に関わる法律や計画の策定 

国は、平成 13 年に基本法を施行した後、平成 29 年に「文化芸術基本法」に

名称を改め、改正しました。この改正は、少子高齢化・グローバル化の進展な

ど社会の状況が著しく変化する中で、観光やまちづくり、国際交流、福祉、教

育、産業等の幅広い関連分野との連携を視野に入れた施策を法律の範囲に取り

込むとともに、文化芸術により生み出される様々な価値を文化芸術の継承、発

展及び創造に活用することを趣旨とし、基本理念の主な改正内容として以下の

４点を挙げています。 

 

① 「年齢、障害の有無又は経済的な状況」にかかわらず等しく文化芸術の鑑

賞等ができる環境の整備 

② 我が国及び「世界」において文化芸術活動が活発に行われる環境の醸成 

③ 児童生徒等に対する文化芸術に関する教育の重要性 

④ 観光、まちづくり、国際交流などの各関連分野における施策との有機的な 

連携 

 

国が基本法に基づき４次にわたり策定してきた文化芸術の振興に関する基

本的な方針については、改正基本法や文化芸術を取り巻く情勢の変化を踏まえ、

「文化芸術推進基本計画－文化芸術の「多様な価値」を活かして、未来をつく

る－（第１期）」として平成 30 年３月に閣議決定され、その中で今後の文化芸

術政策の目標として以下の４つを挙げています。 

 

目標１ 文化芸術の創造・発展・継承と教育 

  文化芸術の創造・発展、次世代への継承が確実に行われ、全ての人々に充

実した文化芸術教育と文化芸術活動の参加機会が提供されている。 

目標２ 創造的で活力ある社会 

  文化芸術に効果的な投資が行われ，イノベーションが生まれるとともに、

文化芸術の国際交流・発信を通じて国家ブランドの形成に貢献し、創造的で

活力ある社会が形成されている。 

目標３ 心豊かで多様性のある社会 

  あらゆる人々が文化芸術を通して社会に参画し相互理解が広がり、多様な

価値観が尊重され、心豊かな社会が形成されている。 
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目標４ 地域の文化芸術を推進するためのプラットフォーム 

地域の文化芸術を推進するためのプラットフォームが全国各地で形成さ

れ、多様な人材や文化芸術団体・諸機関が連携・協働し、持続可能で回復力

のある地域文化コミュニティが形成されている。 

 

(2) 北広島市における各計画の策定 

 本市は、昭和 45 年度(1970 年度)に広島町総合開発計画を策定して以来、「自

然と創造の調和した豊かな都市」をまちづくりのテーマに掲げ、自然に囲まれた

美しいまちなみの中に、市民が住みよさを実感しながら、いきいきと活動するま

ちをめざして、総合的、計画的なまちづくりを進めてきました。令和 3 年度から

新たにスタートする総合計画においては、将来の都市像として「希望都市」「交流

都市」「成長都市」を掲げるとともに、官民連携プロジェクトとして、令和５年

(2023 年)の開業に向け、プロ野球「北海道日本ハムファイターズ」の新球場を核

としたボールパークの整備が進められていることに基づき、持続可能な都市経営

と地域課題の解決に向けて、ボールパーク構想と連携したまちづくりの推進をう

たっています。 

教育委員会は、本市のまちづくりにふさわしい「人づくり」に重点を置き、教

育理念として、「豊かな知性や心と 健やかな身体をもって 自然と創造の調和

を図り、郷土を愛し、未来を切り拓く人を育む」を掲げ、本市がめざす人間像と

しては、総合計画が掲げる将来の都市像「希望都市」「交流都市」「成長都市」を

よく表す先人たちの精神や行動に学びながら、新しい時代を切り拓く力を育むこ

とを目標とする、「希望を懐(いだ)く人」「交流に励む人」「成長に挑む人」を設定

しています。 

そして、総合計画の基本目標の一つである「学び合い心を育むまち」づくりを

進めるため、「生涯にわたる学び合いをとおして、誰もが活躍できる社会の実現」

を教育ビジョンとし、「大志をいだき未来を切り拓くまち・きたひろしま」をテー

マとした基本計画を令和３年度からスタートさせます。 

基本計画は、上記の教育ビジョン、テーマ及び政策・施策を推進する視点とし

て、様々な未知の困難に対して、障がいの有無等にかかわらず、支え合って未来

を切り拓いていく資質・能力を生涯にわたって学び、学んだことを活用できる社

会の実現をめざし、次の 4 つの視点で進めることとしています。この視点は、基

本法の理念や文化芸術推進基本計画の目標と共通するものとなっています。 
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視点１ 生涯にわたって学び合う学習環境の充実と活躍できる環境の整備 

  いつでも、どこでも、だれでも、何度でも学習することができる学び合い

の学習環境を充実するとともに、学習したことを活用できる環境を整備する

視点 

視点２ 誰もが社会の担い手となるための学びの環境の整備 

  障がいの有無や、日本語指導の必要性、不登校、家庭環境などにかかわら

ず、多様な観点のニーズに対応した学習機会の提供を図り、一人一人の可能

性を最大化にする視点 

視点３ 学校、家庭及び地域等が一体となった教育力の向上 

学校、家庭、地域住民、企業や行政等が、それぞれの役割と責任を自覚し、

相互が補完し合うなどの連携協力・協働により、地域の教育力の向上を図り

新たな地域づくりを進めていく視点 

視点４ 持続可能な社会づくりの担い手を育む教育の推進 

  世界における環境、貧困、人権、平和、開発などの様々な現代社会の課題

を自らの問題として捉え、それらの課題の解決につながる新たな価値観や行

動を生み出すとともに、他者の個性や違いを尊重しながらより良い社会の創

造に向けて共に考え行動できる力を育み、それによって持続可能な社会を創

造する視点 

 

(3) 芸術文化に求められる意義や価値 

社会の変化が急速に進む今日においても、芸術、伝統芸能、生活文化などの

芸術文化が持つ、意義や価値は変わることがないものです。 

芸術文化は、市民に楽しさや感動、精神的な安らぎや生きる喜びをもたらし、

人生を豊かにします。また、豊かな人間性を涵養し、創造性を育み、人間の感

性を育てます。 

芸術文化は、人々の心のつながりや相互に理解し尊重し合う土壌を提供し、

考えを異にする人々と共に生きる資質を育み、世界平和の礎ともなります。さ

らに、芸術文化の有する創造性が新たな需要や高い付加価値を生み出し、より

質の高い経済活動を実現する原動力にもなります。 

このように芸術文化は、芸術家や文化団体、一部の愛好家のものではなく、

人々が真にゆとりと潤いを実感できる心豊かな生活を実現していく上で不可

欠のものであることから、個人、団体、企業、市町村や都道府県、国などが相

互に連携協力して、社会全体でその振興を図っていくことが求められています。 
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４ 北広島市の芸術文化振興における課題 

当市では、上記のとおり第１次プランに掲げた施策に基づき、芸術文化振興

に努めてきました。市内の各地区において生涯学習振興会の活動とともに、地

区文化祭や社会教育関係団体※4、サークルによる芸術文化活動が行われている

ところです。平成 10 年にオープンした芸術文化ホールは、このような市民の

高い芸術性や文化意識に支えられ、20 年を超えた現在でも 70％以上の稼働率

を持つ市民に利用されるホールとなっています。 

これまでの取り組みの結果を表すものとして、北広島市が平成 30 年９月に

実施した市民意識調査における「教育・文化・スポーツ」分野の「芸術や文化

に触れ親しむ機会の充実」について見てみると、現状の満足度（満足＋やや満

足＋普通）は 73.1％と高い数値となっている一方、今後の重要度（特に重要＋

重要）については、30.6％と低い数値となっています。教育委員会が平成 30 年

12 月に実施した次期教育振興基本計画の策定に係るアンケートにおいても同

様の傾向が見られ、北広島市が取り組むべき教育施策の重要度をたずねる設問

では、芸術文化の振興に関する施策について重要と答える回答の割合は、教育

施策の中では低い数値となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※4 社会教育関係団体…公の支配に属さず、社会教育に関する活動（事業）を主たる目的と

し、団体としての体制が整っていることを条件とする団体 

図７ 教育・文化・スポーツ＜現状の満足度＞（市民意識調査より） 
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以上の調査結果からは、芸術文化の振興について、概ね満足しており優先度

は低いという見方もできますが、上記の市民意識調査において、北広島市の住

みにくいと思う主な理由として「買い物や娯楽の場が少ない」が 60.0％と高い

数値になっており、娯楽としての芸術文化の潜在的なニーズが伺える結果も出

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 教育・文化・スポーツ＜今後の重要度＞（市民意識調査より） 

図９ 北広島市に住みにくいと思う主な理由（市民意識調査より） 
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また、当市では様々な団体やサークルが活動し、多くの社会教育関係団体が

芸術文化の振興を進めてきましたが、ピーク時は 500 団体あった社会教育関係

団体が令和２年４月には 250 団体を切るまでに減少しています。令和元年に 30

周年を迎えた美術協会や令和３年に 30 周年を迎える音楽協会、令和５年に 50

周年を迎える文化連盟など長期間にわたり活動を継続している団体において

も、所属団体の減少や後継となる人材が不足している状況にあります。 

このことは、北広島市が平成 30

年 10 月に実施した公益活動団体意

識調査においても表れています。調

査の対象となった「学術、文化、芸

術関係」団体（回答団体数＝66）の

回答によると、近年の活動状況（規

模）の実感について、拡大している

が 16.6％、現状維持が 56.1％とな

っている一方で、縮小しているが 27.3％となっており、今後の活動の課題とし

て、会員の高齢化が 54.5％、会員の減少が 42.4％と多く挙げられています。

行政に望むこととしては、施設や設備の貸与が 47.0％、活動の共同実施・後援

が 27. 3％、助成金の支給が 25.8％等となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 活動にあたって行政に望むこと（公益活動団体意識調査より） 

図 11 今後活動を充実していく上での課題（公益活動団体意識調査より） 

図 10 近年の活動状況（規模）の実感 

（公益活動団体意識調査より） 
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以上のことから、本プランは、第１次プランの取組に基づきつつ、国等の芸

術文化振興の動向、新たな芸術文化活動や市全体の環境整備の方向性などを勘

案し、さらなる芸術文化活動の活性化を図るため次の４点を課題とします。 

 

(1) 市民の主体的な芸術文化活動と支援 

個性豊かな地域文化を創造し、次世代への継承が確実に行われていくうえ

でも、市民の主体的な芸術文化活動がより活発に行われることが必要不可欠

です。また、市民の主体的な芸術文化活動を積極的に支援すると同時に、優

れた芸術文化活動を表彰する体制が必要です。 

 

(2) 心の豊かさや生きがいを感じる環境づくり 

市民が心の豊かさや生きがいを感じることができるよう身近な場におい

て芸術文化を気軽に体験・鑑賞できる機会や環境づくりが求められています。

あわせて芸術家や芸術団体が出張して行う公演や講座、体験教室等の積極的

な展開が必要です。 

また、市民の芸術文化活動をより活発化する上で、多様な人材や芸術文化

団体・諸機関が連携・協働し、地域のコミュニティづくりなどに生かしてい

く必要があります。 

 

(3) 芸術文化の創造を担う人材の育成と交流機会の充実 

地域文化の次世代への継承、将来の芸術・文化の担い手の育成が求められ

ています。芸術文化に触れる機会を充実することは、豊かな感性や創造力、

コミュニケーション能力を育み、これらのことは求められている地域文化等

の次世代への継承、将来の担い手の育成につながります。 

そのため、市民の学びの成果として発表する場の提供や、青少年の芸術文

化活動への参加促進・発表機会の充実が必要であり、学校等の教育機関と積

極的な連携を進める必要があります。 

 

(4) 芸術文化ホール等の施設整備と機能の充実 

開館から 20 年以上が経過し老朽化が進んでいる文化施設の改修が求めら

れています。拠点となる文化施設の安全性や利便性を高めるために計画的な

改修が必要です。 
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１ 基本的方向 

社会の変化が急速に進む今日においても、文化的な環境の中で創造性を育み、

表現力を高め、心豊かな社会づくりを進めていくことが求められています。 

本市においては、芸術文化ホール開設以来、芸術文化に関して、鑑賞する場

や発表の機会の充実が図られてきました。今後も、だれもが身近なものとして

芸術文化に親しみを持って参加することができる環境を整備していく必要が

あります。 

そのために、芸術文化活動が持つ価値を生かし、関係機関との連携や主体的

に活動を進める団体を支援する体制を整備することはもとより、芸術文化活動

が地域のコミュニティづくりなどに生かされるよう支援を進める必要があり

ます。 

活動を支える文化施設については、活動に適した十分な環境が保たれるよう

計画的な改修を行う必要があります。 

本プランでは、前章の課題に基づき、以下の４点を基本的方向とし、「だれ

もが参加できる地域文化の振興」と、「創造と交流を生む芸術文化活動の展開」

の二本の柱により、芸術文化を創造する「人」の育成・支援をめざします。 

 

■市民の芸術文化活動を振興し、地域文化の創造及び発展を図ります。 

■本市の魅力が生かされる芸術文化活動の展開により、市民が心の豊かさや生

きがいを感じることができるよう文化の香り高いまちづくりを推進します。 

■芸術文化の創造を担う人材の育成と鑑賞機会の充実に努めるとともに、市民

の交流の場を広げる芸術文化活動の振興を図ります。 

■芸術文化ホールの施設機能の維持向上のため、計画的な保守点検、整備に努

めます。 

  



- 21 - 

 

２ 振興施策 

(1) だれもが参加できる地域文化の振興 

 

１－１ 芸術文化活動の積極的な表彰と支援 

優れた芸術文化活動に対して表彰を行うとともに、それらの優れた成果を

生かした活動を支援します。 

《基本方向》 

①芸術文化を支える人材の育成・支援 

市民の文化活動を広げ、活性化していくため、地域文化の伝承者や若手

芸術家、さらには文化活動をサポートする幅広い市民の育成・支援に努め

ます。 

②芸術文化の振興及び優れた活動に対する顕彰 

芸術文化活動をより活発化する上でも、市民と協働した芸術文化の振興

を図るとともに、市民の主体的な芸術文化活動の取組の顕彰に努めます。 

 

１－２ 芸術文化体験・鑑賞機会の充実 

各種公演や展示、体験事業など本市の魅力を生かした芸術文化に、市民が

身近に触れることができる機会を提供します。 

《基本方向》 

①芸術鑑賞機会の充実 

市民一人ひとりが、ゆとりと潤いのある豊かな生活を送るため、芸術文化

を生活の中で身近なものとして感じられるよう関係機関・団体と連携し、

様々なジャンルの芸術鑑賞機会の充実を図るとともに、デリバリー事業の充

実に努めます。 

②芸術文化体験事業の促進 

市民の創造性を育むため、芸術文化を体験・学習する機会となる様々なワ

ークショップや体験事業を実施します。 

 

１－３ 青少年への支援 

青少年が行う芸術文化活動を支援します。 

《基本方向》 

①青少年の芸術文化活動への参加促進・発表機会の提供 

市内の各教育機関との連携により、青少年の芸術文化活動への参加を促
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進・発表機会の提供をするとともに、団体相互の交流機会や各種団体事業運

営の支援に努めます。 

②青少年の芸術文化大会への出場支援及び優れた活動に対する顕彰 

青少年の芸術文化大会への出場費を補助することにより、青少年の主体的

な芸術文化活動の支援に努めるとともに、青少年の主体的な芸術文化活動の

取組の顕彰に努めます。 

 

１－４ 芸術文化団体・サークルの支援 

芸術文化活動に主体的に取り組む市民団体やサークル団体を支援します。 

《基本方向》 

①芸術文化活動への参加促進・発表機会の提供 

市民の各種芸術文化団体との連携により、活動の成果を生かした発表機

会を支援するとともに、団体相互の交流機会や各種団体事業運営の積極的

な周知等の支援に努めます。 

②芸術文化団体（連合等）への支援 

市民の主体的な芸術文化活動を積極的に支援するため、各種芸術文化団体

の活動費を補助するとともに、求めに応じた支援に努めます。 

 

１－５ 芸術文化関連施設の環境整備 

芸術文化ホールの計画的な改修と整備を進め、機能の維持と利便性の向上

を図ります。 

《基本方向》 

①芸術・文化活動及び開催情報提供の充実 

芸術文化の裾野を広げ、さまざまな分野における芸術文化活動を活性化

するため、情報の収集・提供の充実に努めます。 

②芸術文化ホール等の計画的な修繕・整備 

令和元年度（令和２年３月）に策定した「北広島市公共施設等個別施設

計画 芸術文化ホール及び図書館編」に基づき、市民の芸術文化活動の拠

点施設である芸術文化ホールの計画的な修繕・整備に努めるとともに、関

連施設においても、他部局と連携し、より身近な芸術文化活動の場として

環境の整備に努めます。 
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(2) 創造と交流を生む芸術文化活動の展開 

２－１ 各種団体・地域貢献活動を行う企業等との連携による 

芸術文化の推進 

芸術文化活動を支援する団体や、他の公共ホール等と連携し、国内や道内で

活躍する優れたアーティストの演奏や作品の鑑賞機会を提供します。 

《基本方向》 

①各種芸術文化関連団体との連携 

市民が優れた芸術文化に触れる機会を提供するため、各種関係機関・団

体や公共ホールとの連携を密にし、芸術文化鑑賞機会の充実に努めます。 

②地域企業等との連携 

市内企業及び団体へ芸術文化活動への理解について働きかけるととも

に、積極的な支援に努めます。 

 

２－２ 芸術文化に親しめる体制の充実 

芸術文化ホール等の活用により、市民が芸術文化を身近に感じ、市民相互の

交流を育む機会の創出を図ります。 

《基本方向》 

①芸術文化推進ネットワークづくり 

芸術文化活動の活性化に向け、市民との協働体制の仕組みづくりや人的ネ

ットワークづくりに取り組むとともに、学校との連携強化や横断的な芸術文

化推進のネットワークづくりに努めます。 

②芸術文化ホール機能を生かした推進体制の充実 

芸術文化活動の拠点施設としての芸術文化ホールの機能を生かし、さまざ

まな芸術文化活動の支援や積極的な市民との協働による事業展開に努めま

す。 

 

２－３ 親しまれる芸術文化ホールの運営 

ボランティア団体と連携し、市民に親しまれる芸術文化ホールの運営を進

めます。 

《基本方向》 

①芸術文化ホール運営団体への支援 

芸術文化振興の拠点施設である芸術文化ホールを支える各種団体へ支援

するとともに、ボランティア組織の拡充に努めます。 
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②芸術文化ホール機能を生かした事業の開催 

芸術文化ホールを理解してもらうため、ホール機能を生かした各種セミナ

ー・ワークショップの開催に努めます。 

 

２－４ ボールパーク構想と連携した芸術文化の振興 

令和５年度（2023 年度）に開業が予定されているボールパーク構想と連携

した芸術文化の振興を図ります。 

《基本方向》 

① ボールパークの特性を生かした事業の推進 

ボールパークにより創出される人々の多様な交流や、関係団体等との連携

を生かした芸術文化活動の推進に努めます。 
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３ プランの推進体制の構築 

本計画の推進にあたっては、行政のみならず、市民、各種芸術文化団体、芸

術家、関連施設・教育関係機関など様々な活動主体が、それぞれの立場で積極

的に取り組むことが必要です。市は、それらの多様な活動主体と「連携・支

援・協働」し、計画的かつ効果的に施策の推進に努めます。 

 

図７ プランの推進イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

芸術文化振興プランの推進 

(1)だれもが参加できる地域文化の振興 

(2)創造と交流を生む芸術文化活動の展開 

諮問・答申 
評価 
点検 
検証 

協働 

連携 

支援 

北広島市教育委員会 
文化課 

芸術文化事業の推進 

 

芸術文化関連施設 
芸術文化ホール 
中央公民館・西の里公民館 
北広島市ふれあい学習セ
ンター（夢プラザ）・広葉交
流センター（いこーよ）・団
地住民センター・東記念
館・西の里会館・農民研修
センター・大曲会館・大曲
ふれあいプラザ 
各小中学校・高等学校・高
等教育機関 
ボールパーク 

芸術文化振興審議会 
学識経験者・団体代表者・
公募 
＜所掌事務＞ 
1)芸術文化の振興及び諸
計画の策定に関するこ
と 

2)北広島市文化賞の選考
に関すること 

3)その他、芸術文化に関す
ること 

 

市民・芸術文化 

関連団体等 
文化連盟・音楽協会・美術
協会・文芸協会・ヒルティ
文化協会・陶芸サークル協
会・民謡連合会・歌謡連合
等の社会教育関係団体 
各地区生涯学習振興会 
各小中学校・高等学校・高
等教育機関 
その他各種関係機関・団体 
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４ 施策の評価及び検証 

 本計画に基づき振興施策を推進するためには、目標と方法、成果を検証しな

がら推進していく必要があります。 

市民がいかに芸術文化を享受し、自らの力で芸術文化を創造しているかとい

うことを数値のみで表わすことはできません。文化振興がもたらす影響力や波

及効果を明らかにし、その意義が広く理解され、地域文化の創造につながるよ

うに、当市のまちづくりのテーマである「自然と創造の調和した豊かな都市」

実現に向け、基本目標となる「学び合い未来を切り拓くまち」の領域において

「懐く・励む・挑む」をキーワードに、数値だけでは捉えられない芸術文化振

興成果の評価・検証に努めます。 

そのため、外部委員による組織として、学識経験者や各種団体の代表、一般

公募による市民で構成される「芸術文化振興審議会」により、施策の評価及び

検証を行うとともに、施策の進め方や事業の見直し等について提言を求めま

す。 

また、事業参加者のアンケートや芸術文化意識調査等の実施に努め、社会経

済情勢や市民ニーズの変化に応じ、適宜見直しを行います。 
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１ 北広島市芸術文化振興プラン（第２次）策定経過 

令和元年９月 25 日  令和元年度第１回芸術文化振興審議会においてプラン 

の見直しについて意見交換。 

（策定方針、策定スケジュール等について） 

令和２年７月８日  令和２年度第１回芸術文化振興審議会においてプラン 

の見直しについて意見交換。 

（現状や課題等について） 

令和２年９月 24 日  令和２年度第２回芸術文化振興審議会において芸術文 

化振興プランの見直しを諮問。 

諮問後、プラン素案について審議。 

（施策内容等について） 

令和３年１月 21 日  令和２年度第３回芸術文化振興審議会において、教育 

委員会に対する答申を決定。 

令和３年１月 21 日  芸術文化振興審議会から教育委員会に対し答申。 

令和３年２月○日  パブリックコメントの実施。 

           （郵送・メール・ＦＡＸ等での意見募集） 

令和３年３月○日  教育委員会会議において決定。 
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２ 北広島市芸術文化振興審議会 

○北広島市芸術文化振興審議会設置条例 

平成 22 年 12 月 21 日 

条例第 31 号 

(設置) 

第１条 本市の芸術文化の振興について調査審議するため、北広島市芸術文化

振興審議会(以下「審議会」という。)を設置する。 

(所掌事項) 

第２条 審議会は、次に掲げる事項について調査審議する。 

(1) 本市の芸術文化の振興に係る計画の策定に関すること。 

(2) 本市の文化活動における功績が顕著である者に対する表彰(北広島市教育

委員会(以下「教育委員会」という。)が所管するものに限る。)に係る被表

彰者の選考に関すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、本市の芸術文化の振興に関すること。 

(組織) 

第３条 審議会は、委員 10 人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 芸術文化活動を行う団体の代表者 

(3) 公募に応募した者(市内に住所を有する者に限る。) 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

(会長及び副会長) 

第４条 審議会に、会長及び副会長１人を置き、委員の互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

(議事) 

第５条 審議会は、会長が招集する。 

２ 会長は、審議会の会議の議長となる。 

３ 審議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。 

４ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長



- 30 - 

 

の決するところによる。 

５ 審議会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求

め、その説明又は意見を聴くことができる。 

(庶務) 

第６条 審議会の庶務は、教育委員会事務局において処理する。 

(委任) 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、教

育委員会が定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

○北広島市芸術文化振興審議会委員名簿（敬称略） 

番号 氏
ふり

   名
がな

 
性

別 
委嘱年月日 期数 選任理由 備考 

1 伊藤
い と う

 光悦
こうえつ

 男 
H23.2.25～ 

R3.3.31 
5 期目 学識経験者 

北海道美術協会会員 

二紀会委員 

2 矢崎
や ざ き

 有佳
ゆ か

 女 
H23.2.25～ 

R3.3.31 
5 期目 学識経験者 

ピアニスト（前芸術文化ホ

ール運営委員会委員） 

3 藤原
ふじわら

 千恵
ち え

 女 
H25.4.1～ 

R3.3.31 
4 期目 公募 無職 

4 谷内
たにうち

 隆
たかし

 男 
H27.4.1～ 

R3.3.31 
3 期目 

芸術文化活動

団体の代表者 
文化連盟役員 

5 河村
かわむら

 英俊
ひでとし

 男 
H30.4.1～ 

R3.3.31 
2 期目 学校の関係者 校長会（双葉小学校） 

6 山田
や ま だ

 陽子
よ う こ

 女 
H31.4.1～ 

R3.3.31 
1 期目 

芸術文化活動

団体の代表者 

北広島音楽協会 

副会長 

※備考内は委員委嘱時の役職名（平成 31 年 4 月 1 日現在） 
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３ 文化芸術基本法 

法律第百四十八号（平一三・一二・七） 

改正 法律第七十三号（平二九・六・二三） 

◎文化芸術基本法 

目次 

 前文 

 第一章 総則（第一条―第六条） 

 第二章 文化芸術推進基本計画等（第七条・第七条の二） 

 第三章 文化芸術に関する基本的施策（第八条―第三十五条） 

 第四章 文化芸術の推進に係る体制の整備（第三十六条・第三十七条） 

 附則 

 

前文 

 文化芸術を創造し、享受し、文化的な環境の中で生きる喜びを見出すことは、人々の

変わらない願いである。また、文化芸術は、人々の創造性をはぐくみ、その表現力を高

めるとともに、人々の心のつながりや相互に理解し尊重し合う土壌を提供し、多様性を

受け入れることができる心豊かな社会を形成するものであり、世界の平和に寄与するも

のである。更に、文化芸術は、それ自体が固有の意義と価値を有するとともに、それぞ

れの国やそれぞれの時代における国民共通のよりどころとして重要な意味を持ち、国際

化が進展する中にあって、自己認識の基点となり、文化的な伝統を尊重する心を育てる

ものである。 

 我々は、このような文化芸術の役割が今後においても変わることなく、心豊かな活力

ある社会の形成にとって極めて重要な意義を持ち続けると確信する。 

 しかるに、現状をみるに、経済的な豊かさの中にありながら、文化芸術がその役割を

果たすことができるような基盤の整備及び環境の形成は十分な状態にあるとはいえな

い。二十一世紀を迎えた今、文化芸術により生み出される様々な価値を生かして、これ

まで培われてきた伝統的な文化芸術を継承し、発展させるとともに、独創性のある新た

な文化芸術の創造を促進することは、我々に課された緊要な課題となっている。 

 このような事態に対処して、我が国の文化芸術の振興を図るためには、文化芸術の礎

たる表現の自由の重要性を深く認識し、文化芸術活動を行う者の自主性を尊重すること

を旨としつつ、文化芸術を国民の身近なものとし、それを尊重し大切にするよう包括的

に施策を推進していくことが不可欠である。 

 ここに、文化芸術に関する施策についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、

文化芸術に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。 
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第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、文化芸術が人間に多くの恵沢をもたらすものであることに鑑み、

文化芸術に関する施策に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等

を明らかにするとともに、文化芸術に関する施策の基本となる事項を定めることによ

り、文化芸術に関する活動（以下「文化芸術活動」という。）を行う者（文化芸術活

動を行う団体を含む。以下同じ。）の自主的な活動の促進を旨として、文化芸術に関

する施策の総合的かつ計画的な推進を図り、もって心豊かな国民生活及び活力ある社

会の実現に寄与することを目的とする。 

（基本理念） 

第二条 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術活動を行う者の自主性が

十分に尊重されなければならない。 

２ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術活動を行う者の創造性が十分

に尊重されるとともに、その地位の向上が図られ、その能力が十分に発揮されるよう

考慮されなければならない。 

３ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術を創造し、享受することが

人々の生まれながらの権利であることに鑑み、国民がその年齢、障害の有無、経済的

な状況又は居住する地域にかかわらず等しく、文化芸術を鑑賞し、これに参加し、又

はこれを創造することができるような環境の整備が図られなければならない。 

４ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、我が国及び世界において文化芸術活動

が活発に行われるような環境を醸成することを旨として文化芸術の発展が図られるよ

う考慮されなければならない。 

５ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、多様な文化芸術の保護及び発展が図ら

れなければならない。 

６ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、地域の人々により主体的に文化芸術活

動が行われるよう配慮するとともに、各地域の歴史、風土等を反映した特色ある文化

芸術の発展が図られなければならない。 

７ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、我が国の文化芸術が広く世界へ発信さ

れるよう、文化芸術に係る国際的な交流及び貢献の推進が図られなければならない。 

８ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、乳幼児、児童、生徒等に対する文化芸

術に関する教育の重要性に鑑み、学校等、文化芸術活動を行う団体（以下「文化芸術

団体」という。）、家庭及び地域における活動の相互の連携が図られるよう配慮され

なければならない。 
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９ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術活動を行う者その他広く国民

の意見が反映されるよう十分配慮されなければならない。 

10 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術により生み出される様々な価

値を文化芸術の継承、発展及び創造に活用することが重要であることに鑑み、文化芸

術の固有の意義と価値を尊重しつつ、観光、まちづくり、国際交流、福祉、教育、産

業その他の各関連分野における施策との有機的な連携が図られるよう配慮されなけれ

ばならない。 

（国の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、文化芸術に

関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、文化芸術に関し、国との連携を図りつ

つ、自主的かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務

を有する。 

（国民の関心及び理解） 

第五条 国は、現在及び将来の世代にわたって人々が文化芸術を創造し、享受すること

ができるとともに、文化芸術が将来にわたって発展するよう、国民の文化芸術に対す

る関心及び理解を深めるように努めなければならない。 

（文化芸術団体の役割） 

第五条の二 文化芸術団体は、その実情を踏まえつつ、自主的かつ主体的に、文化芸術

活動の充実を図るとともに、文化芸術の継承、発展及び創造に積極的な役割を果たす

よう努めなければならない。 

（関係者相互の連携及び協働） 

第五条の三 国、独立行政法人、地方公共団体、文化芸術団体、民間事業者その他の関

係者は、基本理念の実現を図るため、相互に連携を図りながら協働するよう努めなけ

ればならない。 

（法制上の措置等） 

第六条 政府は、文化芸術に関する施策を実施するため必要な法制上、財政上又は税制

上の措置その他の措置を講じなければならない。 

 

   第二章 文化芸術推進基本計画等 

（文化芸術推進基本計画） 
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第七条 政府は、文化芸術に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、文化芸

術に関する施策に関する基本的な計画（以下「文化芸術推進基本計画」という。）を

定めなければならない。 

２ 文化芸術推進基本計画は、文化芸術に関する施策を総合的かつ計画的に推進するた

めの基本的な事項その他必要な事項について定めるものとする。 

３ 文部科学大臣は、文化審議会の意見を聴いて、文化芸術推進基本計画の案を作成す

るものとする。 

４ 文部科学大臣は、文化芸術推進基本計画の案を作成しようとするときは、あらかじ

め、関係行政機関の施策に係る事項について、第三十六条に規定する文化芸術推進会

議において連絡調整を図るものとする。 

５ 文部科学大臣は、文化芸術推進基本計画が定められたときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。 

６ 前三項の規定は、文化芸術推進基本計画の変更について準用する。 

（地方文化芸術推進基本計画） 

第七条の二 都道府県及び市（特別区を含む。第三十七条において同じ。）町村の教育

委員会（地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二

号）第二十三条第一項の条例の定めるところによりその長が文化に関する事務（文化

財の保護に関する事務を除く。）を管理し、及び執行することとされた地方公共団体

（次項において「特定地方公共団体」という。）にあっては、その長）は、文化芸術

推進基本計画を参酌して、その地方の実情に即した文化芸術の推進に関する計画（次

項及び第三十七条において「地方文化芸術推進基本計画」という。）を定めるよう努

めるものとする。 

２ 特定地方公共団体の長が地方文化芸術推進基本計画を定め、又はこれを変更しよう

とするときは、あらかじめ、当該特定地方公共団体の教育委員会の意見を聴かなけれ

ばならない。 

 

第三章 文化芸術に関する基本的施策 

（芸術の振興） 

第八条 国は、文学、音楽、美術、写真、演劇、舞踊その他の芸術（次条に規定するメ

ディア芸術を除く。）の振興を図るため、これらの芸術の公演、展示等への支援、こ

れらの芸術の制作等に係る物品の保存への支援、これらの芸術に係る知識及び技能の

継承への支援、芸術祭等の開催その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（メディア芸術の振興） 
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第九条 国は、映画、漫画、アニメーション及びコンピュータその他の電子機器等を利

用した芸術（以下「メディア芸術」という。）の振興を図るため、メディア芸術の制

作、上映、展示等への支援、メディア芸術の制作等に係る物品の保存への支援、メデ

ィア芸術に係る知識及び技能の継承への支援、芸術祭等の開催その他の必要な施策を

講ずるものとする。 

（伝統芸能の継承及び発展） 

第十条 国は、雅楽、能楽、文楽、歌舞伎、組踊その他の我が国古来の伝統的な芸能

（以下「伝統芸能」という。）の継承及び発展を図るため、伝統芸能の公演、これに

用いられた物品の保存等への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（芸能の振興） 

第十一条 国は、講談、落語、浪曲、漫談、漫才、歌唱その他の芸能（伝統芸能を除

く。）の振興を図るため、これらの芸能の公演、これに用いられた物品の保存等への

支援、これらの芸能に係る知識及び技能の継承への支援その他の必要な施策を講ずる

ものとする。 

（生活文化の振興並びに国民娯楽及び出版物等の普及） 

第十二条 国は、生活文化（茶道、華道、書道、食文化その他の生活に係る文化をい

う。）の振興を図るとともに、国民娯楽（囲碁、将棋その他の国民的娯楽をいう。）

並びに出版物及びレコード等の普及を図るため、これらに関する活動への支援その他

の必要な施策を講ずるものとする。 

（文化財等の保存及び活用） 

第十三条 国は、有形及び無形の文化財並びにその保存技術（以下「文化財等」とい

う。）の保存及び活用を図るため、文化財等に関し、修復、防災対策、公開等への支

援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（地域における文化芸術の振興） 

第十四条 国は、各地域における文化芸術の振興及びこれを通じた地域の振興を図るた

め、各地域における文化芸術の公演、展示、芸術祭等への支援、地域固有の伝統芸能

及び民俗芸能（地域の人々によって行われる民俗的な芸能をいう。）に関する活動へ

の支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（国際交流等の推進） 

第十五条 国は、文化芸術に係る国際的な交流及び貢献の推進を図ることにより、我が

国及び世界の文化芸術活動の発展を図るため、文化芸術活動を行う者の国際的な交流

及び芸術祭その他の文化芸術に係る国際的な催しの開催又はこれへの参加、海外にお
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ける我が国の文化芸術の現地の言語による展示、公開その他の普及への支援、海外の

文化遺産の修復に関する協力、海外における著作権に関する制度の整備に関する協

力、文化芸術に関する国際機関等の業務に従事する人材の養成及び派遣その他の必要

な施策を講ずるものとする。 

２ 国は、前項の施策を講ずるに当たっては、我が国の文化芸術を総合的に世界に発信

するよう努めなければならない。 

（芸術家等の養成及び確保） 

第十六条 国は、文化芸術に関する創造的活動を行う者、伝統芸能の伝承者、文化財等

の保存及び活用に関する専門的知識及び技能を有する者、文化芸術活動に関する企画

又は制作を行う者、文化芸術活動に関する技術者、文化施設の管理及び運営を行う者

その他の文化芸術を担う者（以下「芸術家等」という。）の養成及び確保を図るた

め、国内外における研修、教育訓練等の人材育成への支援、研修成果の発表の機会の

確保、文化芸術に関する作品の流通の促進、芸術家等の文化芸術に関する創造的活動

等の環境の整備その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（文化芸術に係る教育研究機関等の整備等） 

第十七条 国は、芸術家等の養成及び文化芸術に関する調査研究の充実を図るため、文

化芸術に係る大学その他の教育研究機関等の整備その他の必要な施策を講ずるものと

する。 

（国語についての理解） 

第十八条 国は、国語が文化芸術の基盤をなすことにかんがみ、国語について正しい理

解を深めるため、国語教育の充実、国語に関する調査研究及び知識の普及その他の必

要な施策を講ずるものとする。 

（日本語教育の充実） 

第十九条 国は、外国人の我が国の文化芸術に関する理解に資するよう、外国人に対す

る日本語教育の充実を図るため、日本語教育に従事する者の養成及び研修体制の整

備、日本語教育に関する教材の開発、日本語教育を行う機関における教育の水準の向

上その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（著作権等の保護及び利用） 

第二十条 国は、文化芸術の振興の基盤をなす著作者の権利及びこれに隣接する権利

（以下この条において「著作権等」という。）について、著作権等に関する内外の動

向を踏まえつつ、著作権等の保護及び公正な利用を図るため、著作権等に関する制度

及び著作物の適正な流通を確保するための環境の整備、著作権等の侵害に係る対策の
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推進、著作権等に関する調査研究及び普及啓発その他の必要な施策を講ずるものとす

る。 

（国民の鑑賞等の機会の充実） 

第二十一条 国は、広く国民が自主的に文化芸術を鑑賞し、これに参加し、又はこれを

創造する機会の充実を図るため、各地域における文化芸術の公演、展示等への支援、

これらに関する情報の提供その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（高齢者、障害者等の文化芸術活動の充実） 

第二十二条 国は、高齢者、障害者等が行う文化芸術活動の充実を図るため、これらの

者の行う創造的活動、公演等への支援、これらの者の文化芸術活動が活発に行われる

ような環境の整備その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（青少年の文化芸術活動の充実） 

第二十三条 国は、青少年が行う文化芸術活動の充実を図るため、青少年を対象とした

文化芸術の公演、展示等への支援、青少年による文化芸術活動への支援その他の必要

な施策を講ずるものとする。  

（学校教育における文化芸術活動の充実） 

第二十四条 国は、学校教育における文化芸術活動の充実を図るため、文化芸術に関す

る体験学習等文化芸術に関する教育の充実、芸術家等及び文化芸術団体による学校に

おける文化芸術活動に対する協力への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（劇場、音楽堂等の充実） 

第二十五条 国は、劇場、音楽堂等の充実を図るため、これらの施設に関し、自らの設

置等に係る施設の整備、公演等への支援、芸術家等の配置等への支援、情報の提供そ

の他の必要な施策を講ずるものとする。 

（美術館、博物館、図書館等の充実） 

第二十六条 国は、美術館、博物館、図書館等の充実を図るため、これらの施設に関

し、自らの設置等に係る施設の整備、展示等への支援、芸術家等の配置等への支援、

文化芸術に関する作品等の記録及び保存への支援その他の必要な施策を講ずるものと

する。 

（地域における文化芸術活動の場の充実） 

第二十七条 国は、国民に身近な文化芸術活動の場の充実を図るため、各地域における

文化施設、学校施設、社会教育施設等を容易に利用できるようにするための措置その

他の必要な施策を講ずるものとする。 



- 38 - 

 

（公共の建物等の建築に当たっての配慮等） 

第二十八条 国は、公共の建物等の建築に当たっては、その外観等について、周囲の自

然的環境、地域の歴史及び文化等との調和を保つよう努めるものとする。 

２ 国は、公共の建物等において、文化芸術に関する作品の展示その他の文化芸術の振

興に資する取組を行うよう努めるものとする。 

（情報通信技術の活用の推進） 

第二十九条 国は、文化芸術活動における情報通信技術の活用の推進を図るため、文化

芸術活動に関する情報通信ネットワークの構築、美術館等における情報通信技術を活

用した展示への支援、情報通信技術を活用した文化芸術に関する作品等の記録及び公

開への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（調査研究等） 

第二十九条の二 国は、文化芸術に関する施策の推進を図るため、文化芸術の振興に必

要な調査研究並びに国の内外の情報の収集、整理及び提供その他の必要な施策を講ず

るものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体等への情報提供等） 

第三十条 国は、地方公共団体及び民間の団体等が行う文化芸術の振興のための取組を

促進するため、情報の提供その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（民間の支援活動の活性化等） 

第三十一条 国は、個人又は民間の団体が文化芸術活動に対して行う支援活動の活性化

を図るとともに、文化芸術活動を行う者の活動を支援するため、文化芸術団体が個人

又は民間の団体からの寄附を受けることを容易にする等のための税制上の措置、文化

芸術団体が行う文化芸術活動への支援その他の必要な施策を講ずるよう努めなければ

ならない。 

（関係機関等の連携等） 

第三十二条 国は、第八条から前条までの施策を講ずるに当たっては、芸術家等、文化

芸術団体、学校等、文化施設、社会教育施設、民間事業者その他の関係機関等の間の

連携が図られるよう配慮しなければならない。 

２ 国は、芸術家等及び文化芸術団体が、学校等、文化施設、社会教育施設、福祉施

設、医療機関、民間事業者等と協力して、地域の人々が文化芸術を鑑賞し、これに参

加し、又はこれを創造する機会を提供できるようにするよう努めなければならない。 

（顕彰） 
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第三十三条 国は、文化芸術活動で顕著な成果を収めた者及び文化芸術の振興に寄与し

た者の顕彰に努めるものとする。 

（政策形成への民意の反映等） 

第三十四条 国は、文化芸術に関する政策形成に民意を反映し、その過程の公正性及び

透明性を確保するため、芸術家等、学識経験者その他広く国民の意見を求め、これを

十分考慮した上で政策形成を行う仕組みの活用等を図るものとする。 

（地方公共団体の施策） 

第三十五条 地方公共団体は、第八条から前条までの国の施策を勘案し、その地域の

特性に応じた文化芸術に関する施策の推進を図るよう努めるものとする。 

 

第四章 文化芸術の推進に係る体制の整備 

（文化芸術推進会議） 

第三十六条 政府は、文化芸術に関する施策の総合的、一体的かつ効果的な推進を図る

ため、文化芸術推進会議を設け、文部科学省及び内閣府、総務省、外務省、厚生労働

省、農林水産省、経済産業省、国土交通省その他の関係行政機関相互の連絡調整を行

うものとする。 

（都道府県及び市町村の文化芸術推進会議等） 

第三十七条 都道府県及び市町村に、地方文化芸術推進基本計画その他の文化芸術の推

進に関する重要事項を調査審議させるため、条例で定めるところにより、審議会その

他の合議制の機関を置くことができる。 

 

附則（平成十三年十二月七日法律第百四十八号）抄 

施行期日 

1 この法律は、公布の日から施行する。 

 

 

附則（平成二十九年六月二十三日法律第七十三号）抄 

施行期日 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。（以下略） 

文化芸術に関する施策を総合的に推進するための文化庁の機能の拡充等の検討 

第二条 政府は、文化芸術に関する施策を総合的に推進するため、文化庁の機能の拡充

等について、その行政組織の在り方を含め検討を加え、その結果に基づいて必要な措

置を講ずるものとする。 
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